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Ⅰ 審議の視点 

  次の５つの視点に従い、さらに各視点に小項目を設け、札幌市が実施している施

策や施策に対する行政としての評価などについて説明を受け、子どもの権利委員会

における意見を基に今後のあり方や提言について審議を進めた。 

 

視点１ 

「現に困難を抱える子どもが安心して過ごす環境づくり」 

 １ いじめ・不登校関連施策について 

  ２ 子どもの学びの機会の充実に係る施策について 

 

視点２ 

「子どもにとってより身近に、かつ安心して相談できる環境づくり」 

  １ 乳幼児の保護者を対象とした子育て支援関連施策について 

  ２ 児童相談体制強化に向けた取組について 

  ３ 子どもアシストセンターの運営について 

 

視点３ 

「子どもが主体的に活動し、自分自身を確立できる環境づくり」 

１ 子ども自らが主役となって活動できる環境について 

 

視点４ 

「学校、地域における、子どもの意見表明・参加機会の 

拡充に向けた環境づくり」 

  １ 学校・地域における子どもの意見表明・参加について 

 

視点５  

「子どもの権利を大切にする意識の向上」 

  １ 市民向けの広報啓発・職員向け研修について 
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Ⅱ 委員会における審議内容 

 

視点１ 「現に困難を抱える子どもが安心して過ごすための環境づくり」 

１ いじめ・不登校関連施策について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 学校などにより認知されたいじめについては、その多くが解決されているが、中

には解決までに長い期間がかかったり、不登校になったりする子どももおり、継続

した取組が必要である。 

・ 不登校児童生徒数は、依然として高い数値で推移しており、札幌市の重点課題と

して捉えている。平成 24 年度から実施する※1心のサポーター配置モデル事業を含

め、今後も様々な取組を進めていく予定である。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 「いじめに関する意識調査」（以下「いじめ調査」という。）の実施について 

・ 調査結果をより有効なものとするために設問の内容や記名のあり方について工

夫の余地がある。 

・ 「いじめられている人にも原因があれば仕方ないと思う」という回答が多くな

っており、いじめに対する考え方から指導していく必要がある。 

２ ネットパトロールによるネットトラブルの対応について 

・ ネットパトロールは有効であるが、パスワードのかかったものや新しいシステ

ムによるものなど、把握することが難しいものについても対応していく必要があ

る。 

・ インターネットの分野では子どもの方が大人よりも詳しい場合があるため、大

人に対する講習会などを実施することも必要である。 

３ ※2スクールカウンセラー（以下「ＳＣ」という。）、※3スクールソーシャルワーカ

ー（以下「ＳＳＷ」という。）の活用について 

・ ＳＣ、ＳＳＷについては、相談の増加や内容の複雑化により、時間数や人員の

配置という面では課題が見受けられるため、さらに充実させていく必要がある。 

・ いじめをしている子どもについては、子どもだけではなく保護者に対してもＳ

ＣやＳＳＷが介入し、支援や助言をすることが必要である。 
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４ 「心のサポーター配置モデル事業」の実施について 

・ よりよい制度となるように実態を検証し、研究していく必要がある。 

・ 「心のサポーター」の学校内での立場がどのようなものなのか、ＳＣ、ＳＳＷ

との役割の違いは何なのか、分かりやすく情報提供するべきである。 

 

【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ いじめや不登校の対策として、人権教育を一層推進していき、社会全体で子ども

を守るという意識でさまざまな取組を行っていくこと。 

・ 「悩みやいじめに関する調査」については、いじめ対策の基礎資料として、より

効果的なものとなるように設問の内容、記名のあり方等を検討したうえで実施する

こと。 

・ 「ネットパトロール」により明らかになった案件について、緊急性、危険性の高

いものから対応していけるシステムを構築すること。 

・ インターネットに関する技術は、日々進化していることから、最新のインターネ

ットのシステムにかかる案件にも対応できるように調査・研究すること。 

・ インターネットなどに関係する情報モラル教育を子どもだけはなく、保護者に対

しても、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）などの紹介を含めて

実施していくこと。 

・ ＳＣについて、子どもやその保護者が安心して容易に相談し、支援を受けること

ができるように、人となりの紹介をするとともにその定員及び時間の拡大や資質の

向上に努めること。 

・ ＳＣ、ＳＳＷや心のサポーターについて、仕事の内容やそれぞれの役割を分かり

やすく、児童生徒や保護者に情報を発信すること。 

 

※１「心のサポーター」不登校や不登校の心配がある子どもや家庭に対し、個別の指導を行ったり、関係機関

と連携して対応したりするなど、一人ひとりの子どもの状況に応じたきめ細かな支援を行う。 

※２「スクールカウンセラー」児童生徒の不安や悩みの相談にあたるとともに、保護者・教員などに対し子ど

もの関わり方について助言・支援を行うため、学校に配置される臨床心理士などの心の専門家。  

※３「スクールソーシャルワーカー」社会福祉の専門的な知識、技術を活用し、問題を抱えた児童生徒を取り

巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の悩みや抱えている問題の解決に向け

て支援する専門家。市教委に配置され必要に応じて学校へ派遣される。 
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２ 子どもの学びの機会の充実に係る施策について 

 

【札幌市による評価等】 

・ ※1 フリースクール等民間施設（以下「ＦＳ等」という。）に対する財政的支援に

ついては、平成 24 年度から実施しているが、スタッフの増員による教科指導及び

子どもたちの心のサポートの強化や、体験学習費の無償化など、支援を受けたＦＳ

等において学習環境の充実が図られているところである。 

今後とも、支援の実施による状況の変化等を調査することなどにより、事業の評

価をしていく予定である。 

・ ※2さっぽろまなびのサポート事業については、平成 24 年度から試行的に開始し

ており、今後、事業を進めるなかで、評価をしていく予定である。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 子どもの学びの環境づくり事業（ＦＳ等への支援）について 

・ ＦＳ等への事業補助を開始したことは評価できるが、ＦＳ等に通う児童生徒は

不登校児童生徒の一部であるため、ＦＳ等に通っていない不登校児童生徒につい

ての有効的な対策をさらに進めていくことが必要となる。 

・ ＦＳ等に通う子どもの中には、学校とは違う学び方をしたいという子どももい

るため、補助をすることで週何時間以上の授業が必要等の網をかけると、フリー

スクールに通いづらくなる児童生徒が出る可能性があるので、補助をするための

条件はよく検討する必要がある。 

２ さっぽろまなびのサポート事業 

・ 「さっぽろまなびのサポート事業」を平成 24 年度から西区で試行的に実施し

ているが、貧困の連鎖を断ち切るためにも非常に有効な取組であると考えられる

ため、全市的に広げていく必要がある。 

・ 地域や民間で実施している小中学生を対象とした学習支援についても、継続さ

れるように支援するとともに、他の地域にも広がっていくように情報発信をして

いってもらいたい。 
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【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ ＦＳ等への事業補助を充実させるとともに、支援機関とのつながりのない不登校

児童生徒に対しても、学びや社会性を身につけることを支援していく仕組みも充実

させること。 

・ 現在試行的に実施している「まなびのサポート事業」について、対象や規模を含

めて拡大し、経常的に実施していくこと。 

・ 地域やボランティアなどが実施している学習支援について、今後とも充実する方

向で支援するとともに、他の地域にも広がっていくように情報を発信していくこと。 

 

※１「フリースクール等」不登校の子どもたちの受け皿として、学習支援や体験活動などを行うため、個人や

NPOなどが運営する学校以外の安心できる学びの場、居場所の総称。 

※２「さっぽろまなびのサポート事業」生活保護世帯の中学生を対象とし、学習習慣の定着と基礎学力の向

上を支援することを目的とした事業。学生ボランティアが先生役となり、個別対応を中心に行う。 
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視点２「子どもにとってより身近に、安心して相談できる環境づくり」 

１ 乳幼児の保護者を対象とした子育て支援関連施策について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 地域全体で子育て家庭を支えることが出来るように地域や関係機関と連携を行う

とともに、事業の充実や効果的な情報提供によって、子育てに対する不安感や負担

感の解消に努めていく。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 子育てに関する相談・支援について 

・ 社会全体で子どもを育てていくという視点で、子育てに関する相談・支援関係

機関と緊密に連携していく必要がある。 

２ 子育てに関するアンケート調査について 

・ 調査の結果は、各施策の効果が反映されているという印象を受けるが、どの施

策が効果的に機能したのか調査し、今後、どのような施策を実施するかを検討す

る際に生かしていくことが必要である。 

・ 調査の間隔が広く、どの時点で、どの施策が有効であったかを明確にするため、

もっと短い間隔で調査するべきである。 

・ 調査では、不安をまったく感じない人が増えているが、不安を感じている人の

聞くべき声を聞けていないという認識で取組を進めていくことが必要である。 

３ 子育てに関する情報提供・※1子育てサロンでの支援・※2母子保健訪問指導事業（乳

児家庭全戸訪問事業）などについて 

・ 困難な状況にある家庭は、外に出て情報を得たり、意見を言ったりすることが

難しく行政と距離があるため、積極的な※3アウトリーチによる支援を考えるべき

である。 

・ 外に出ない人たちの情報をもっている機関と外に出ている人たちと関わってい

る機関が連携して総合的に子育ての取組を検討し、実施していくことが必要であ

る。 

４ その他の支援について 

・ 国際都市の子育て支援策として、外国籍の親子と交流できる場を設けるなど、

多文化共生を推進してほしい。 
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【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ 乳幼児期における問題に対する様々な支援の充実をはじめ、子育てに対する不安

感や負担感の解消に努めること。 

・ 保護者、地域、行政等が子どもをみんなで育てるという視点で、緊密に連携して

子育てに関する相談・支援に努めること。 

・ 定期的にアンケート調査を行い、どの施策がどの段階で効果的に機能したかを的

確に把握し、子育て支援関連施策に反映させていくこと。 

・ 外に出たがらないなどの理由により、社会とつながりにくい状況の家庭等につい

て、積極的なアウトリーチ等で意見を聞き、その状況の把握に努め子育てに関する

相談・支援につなげること。 

 

※１「子育てサロン」子育て中の親子が気軽に集い、自由に交流や情報交換ができる場。 

※２「母子保健訪問指導事業（乳児家庭全戸訪問事業）」妊娠・出産・育児に関する正しい知識の普及と疾

病・異常の早期発見及び育児不安の軽減、児童虐待予防のため、妊産婦・新生児等に対し、保健師・助産師に

よる訪問指導を行っている。 

※３「アウトリーチ」英語で手を伸ばすことを意味する。福祉などの分野における地域社会への奉仕活動、公

共機関の現場出張サービスなどの意味で使用される。 
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２ 児童相談体制強化に向けた取組について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 児童虐待防止の取組みは、早期発見と早期対策が肝要であることから市民一人一

人が児童虐待問題に関し主体的に関わっていけるよう意識啓蒙を図るとともに、相

談窓口に関しても広く市民に知っていただくよう積極的に周知していくことが必

要である。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 子ども安心ホットラインの設置について 

・ 児童相談所内に 24 時間 365 日体制による「子ども安心ホットライン」を平成

23 年９月に開設したが、市民に広く周知されていないことから、ＰＲを工夫して

いくことが必要である。 

２ ※1オレンジリボン地域協力員の創設について 

・ 「オレンジリボン地域協力員」をさらに増やし、地域に児童虐待の早期発見の

意識を高めることが必要である。 

３ ※2要対協の活性化等、関係機関との連携について 

・ すでに札幌市が行っている「※3 乳幼児健康診査」や「乳児家庭全戸訪問事業」

は、児童虐待の早期発見において非常に有効であるため、引き続き連携していく

べきである。 

・ ＳＣは、子どもたちと同様に保護者の相談を受けており、児童相談所などの関

係機関につなぐこともしているため、児童虐待への対応としても、ＳＣの勤務時

間をさらに広げるなど、その体制を充実させる必要がある。 

・ 児童虐待が疑われる場合でも、民間も含め多くの相談機関があり、どこに連絡

をすればよいか分からないということがあるため、窓口を一元化することが必要

である。 

４ その他 

・ 児童虐待に関しては、単に保護者と子どもの間の問題と考えるのではなく、Ｄ

Ｖ（ドメスティックバイオレンス）・貧困・親の病気など、家庭の問題との関連

性も考えて、取り組むことが必要である。 
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【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ 児童虐待の予防や早期発見、早期対応を進めるため、オレンジリボン地域協力員

を増やすなど、地域の体制づくりを進めること。 

・ 関係機関の連携強化や相談しやすい受付窓口の構築などと併行して、そういった

機関の市民への広報も推進するとともに、特に新たに親になった世帯や他都市から

の転入者への周知を徹底すること。 

・ 児童虐待だけではなく、子どもに関する相談に対しては、ＤＶ（ドメスティック

バイオレンス）や貧困など、家庭内の問題などとの関連性も考えて取り組んでいく

こと。 

 

※１「オレンジリボン地域協力員」民生・児童委員や主任児童委員等の各種委員、児童関係機関職員等を対象

に児童虐待に関する研修を行い、受講者を「札幌市オレンジリボン地域協力員」として登録し、児童虐待の発

見・通報、情報提供や見守り等の活動を行っている。なお、「オレンジリボン」は、児童虐待のない社会の実現

を目指し、児童虐待防止の普及・啓発を行う市民運動のシンボルマークで、オレンジ色は子どもの明るい未来

を表している。 

※２「乳幼児健康診査」４か月児、10 か月児（再来）、１歳６か月児、３歳児に対する健康診査を保健センタ

ーで実施し、疾病や障がいの早期発見、健全な発育・発達の促進、育児不安の軽減を図っている。 

※３「要対協」要保護対策地域協議会の略。被虐待児の早期発見や適切な保護を図るため、関係機関が情報等を

共有し、適切な連携・協力のもとで対応していくことを目的に設置。 
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３ ※1子どもアシストセンターの運営について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 子どもアシストセンターの開設後、相談件数は増えており、特に子ども本人から

の相談が増加している。このことは、子どもが安心して相談できる機関として子ど

もアシストセンターが一定程度認知されてきている結果と考えられる。 

・ 大人からの相談が減少しており、そのことが※2調整活動件数減少の大きな要因と

なっていると考えられる。子どものみならず大人からも信頼され相談を寄せられる

機関であることが必要であると考えられるので、今後も、広報活動を工夫して一層

の周知を図るとともに、実効性のある機関であることについて広く発信していきた

い。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 運営体制、相談・救済の流れについて 

・ 明確な子どもの権利侵害であるいじめ問題と児童虐待に重点的に取り組んでいく

ことを検討する必要がある。 

・ 子どもの権利を救済する機関としての役割を考え、今後も調整活動などに重点を

置いて、取り組んでいくことが必要である。 

２ 広報・啓発活動について 

・ 問題の解決を求める大人からの相談が減少することにより、調整や申立ての件数

が減少するということでは、救済機関としての実効性に問題があるので、大人への

広報・普及を進めるべきである。 

・ 出前講座などを行う際には、具体的事例を交えて、いじめは犯罪であるというこ

とを強い形で啓発していくことが必要である。 

・ 「子どもの権利」の広報を、子どもアシストセンターのニュースレターや出前講

座において行っていくことも必要ではないか。 

３ 関係機関との連携について 

・ さまざまな相談機関があるが、各団体だけでなく相談員同士も連携して情報共有

をしやすい体制をつくる必要がある。 

・ 子どもたちにいろいろな相談機関があることを分かってもらい、相談しやすいよ

うにすることが必要である。 
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【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ 子どもの権利救済機関として、子どもに寄り添い、子どもの権利を守っていく機

関であることを明確に打ち出し、子どもたちに対し積極的に普及啓発を行うこと。 

・ 調整及び申立て件数を増やして、子どもの権利救済機関としての実効性を確保す

るため、大人への普及啓発を進めること。 

・ 普及啓発に当たっては、地下鉄のつり広告やマスコミの活用など、効果的な方法

を検討すること。 

・ 情報共有を図るために他の相談機関と連携する場合には、団体としての連携だけ

ではなく、相談員同士の連携も検討すること。 

 

※１「子どもアシストセンター」札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利条例に規定する子どもの権

利救済委員制度として、いじめ等の権利侵害を受け、悩み苦しんでいる子どもを迅速かつ適切に救済すること

を目的に設置された公的第三者機関。子どもやその保護者等からの相談に応じるほか、救済の申立てや救済委

員の自己発意に基づき、調査、調整、是正措置の勧告や制度改善に向けた意見の表明を行う権限を有している。 

※２「調整活動」相談対応だけで問題の解決を図ることに限界がある場合、当事者同士の間に公的第三者として

入り、問題解決のための様々な活動を行っている。申立てに至る前の相談段階においても、救済委員の判断で

これを行うこととし、「調整活動」と位置付けている。関係機関への事実確認や児童相談所への虐待通告、問題

解決のための協力要請や話合いなど様々な内容、関わりの度合いのものを含んでいる。 
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視点３「子どもが主体的に活動し、自分自身を確立することができる環境づくり」 

１ 子ども自らが主役となって活動できる環境について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 学校や地域での生活の様々な場面において、興味や関心を持って主体的に学ぶ

ことや、自然や芸術・文化、社会体験などの多様な体験を積み重ねることは、自立

性や社会性などの生きる力を身につけ、豊かな人間性を育んでいくために大切であ

り、こうした機会の充実を進めている。  

・ 毎年 11 月 20 日を「さっぽろ子どもの権利の日」として定めており、この日の前

後である 10 月から 12 月の期間に実施される子どもを対象とした事業等について、

「子どもの権利の日記念事業」の冠事業の募集を庁内で行い、全庁的な普及啓発に

努めている。 

・ 各事業が、子どもの自主的な活動、又は、子どもが企画・運営に参加する活動と

して実施されているかという点で課題があると認識しており、職員の意識向上を一

層図るとともに、行政以外の地域等でもこうした取組が行われるよう努めていく。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 子どもの主体的な活動について 

・ 子どもの参加への意識の高い保護者や団体などの場合は、子どもの参加に関する

情報を多く持って子どもに参加を進めるため、子どもが参加する比率が高くなると

考えられることから、その他の人や団体に対しても、子どもの参加の情報を受け取

りやすくし、関心を持ってもらう必要がある。 

・ 子どもがメインとなり、大人がサポートする形が望ましいが、大人が企画・提案

し、子どもが参加するものが多く、子どもが自主的に企画・運営に参加するような

活動を進める必要がある。 

・ 最初は大人がお膳立てをしたところに子どもが参加してさまざまな経験をするこ

とにより、将来において子どもが自主的な活動や企画・運営に参加する活動を継続

していける力をつけることが必要である。 

２ 学校における取組について 

・ 学校では、職業体験や野外体験を実施しているが、一歩進めて、子どもが自主的

に企画・運営に参加して活動できる場を提供していく必要がある。 



- 14 - 

 

【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ 最初に子どもの参加や体験の機会を充実し、その中で子どもが自主的な活動や企

画・運営に参加する活動を継続的に行える力をつけることができるように行政は支

援をすること。 

・ 子どもが自主的な活動や企画・運営に参加する活動を行うには、大人の支援が必

要であるため、子どもを支える大人に対してもサポートを進めること。 

・ ※1子ども議会以外でも、市政において子どもが自分の意見を発信する場をもっと

増やすとともに、子どもの意見を市政に反映させること。 

 

※１「子ども議会」子どもの意見表明権を体現する場として、市内の小学５年生から高校３年生までを対象に

募集した子ども議員（例年 50～60 名程度）が、それぞれ 10 人程度の委員会に分かれ、およそ３か月にわたり

話合いや勉強会を行い、札幌市に対する提案事項をまとめている。この内容を、札幌市議会議場を使用して行

う本会議において提案し、市長等が答弁している。提案内容は、関係部局に対し、その検討・実施状況につい

て照会を行い、結果を公表するなどしている。 
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視点４「学校、地域における、子どもの意見表明・参加機会の拡充に向けた環境づくり」 

１ 学校・地域における子どもの意見表明・参加について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 子どもの意見表明権は、子どもが自立し、豊かに成長し発達することにつながる、

大切な権利の一つである。市の施策のみならず、子どもの身近にある学校や地域に

おいて、子どもの意見表明・参加にかかる取組をより一層充実していくことが重要

である。 

・ 平成 21 年度の調査結果からは、子どもが意見を言ったり、行事などの企画運営

に主体的に関わったりすることについて、必要性を感じている大人が多くなってい

る一方、子ども自身は、地域や市政に「とくに言いたいことがない」という回答が

最も多くなっているため、地域や市政における意見表明や参加に対する子どもの意

識が高まるよう、さまざまな取組や働きかけをさらに充実していくことが必要と考

える。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 学校における子どもの参加について 

・ 子どもの権利についての学習を十分することにより、その取組を実施することの

意味をよく理解したうえで、※1ピア・サポートなどの取組を実施する必要がある。 

・ ピア・サポートは、子ども同士で意見を聞き合うことにより、お互いの理解が深

まり、相手の人権を尊重することにつながるものであり、今後さらに進めていくべ

きである。 

・ 子どもが意見表明権の大切さを感じられるように、子どもの意見が、大人やまわ

りの人に認められ、何かの形で生かされる経験をすることが必要である。 

・ さまざまな場面で自分の意見を表明できるように、最初に家庭の中で意見を言え

るようになり、さらに学校で訓練されることが必要である。 

２ 地域における子どもの参加について 

・ 地域の行事などに子どもの意見を反映させ、その結果を子どもたちにフィードバ

ックすることで、子どもから次の意見を引き出すようにする必要がある。 

・ 大人が無理に押し付けるのではなく、地域と家庭や学校が共同して子どもが自主

的に参加するような方策を検討していく必要がある。 
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・ 地域の取組に中高生は非常に忙しくて参加できない、小学生は上の年代が参加し

ている姿を見ることができないという構造的な問題を解決する必要がある。 

・ 地域の大人と子どもとの年齢の乖離が大きく、大人が意見を求めても、子どもが

どこまで意見を言っていいのかわからないということが起きており、大人が子ども

の目線で一緒に考える姿勢が必要である。 

・ 地域の中での自主的な子どもの活動は活発化しており、町内会役員に高校生が就

任するなど、積極的な取組も見られるので、情報を広く提供して他の地域にも展開

するべきである。 

 

【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ 学校において、子どもが子どもの権利について学習し、十分な理解のもとでピア・

サポートなどの事業を実施する。 

・ 学校での意見表明の取組を工夫して進め、子どもの権利に対する理解、人権意識

を高めるよう取り組むこと。 

・ ※2三者会議など、学校における子どもの意見表明の機会が拡大するよう努めるこ

と。 

・ 地域において、子どもがまちづくりに参加できる環境づくりを進めるため、子ど

もに分かりやすい情報提供に努めること。 

・ すでに※3子どもの参加ガイドラインや※4子どもサポーター養成講座などを実施し

ているが、地域における子どもの意見表明の機会を拡大するために、子どもの参加

に関わる大人に対して子どもへの意見の聞き方の基本的な手法などについて、さら

に情報提供・支援を進めること。 

・ 行政が働き掛け、家庭・学校・地域の連携を進めて、子どもの意見表明・参加に

取り組むこと。 

 

※１「ピア・サポート」子ども同士（仲間＝peer）が互いに支え合うような関係を作りだす仕組み。  

※２「三者会議」生徒、保護者、教職員の三者が同じテーブルにつき、学校問題の解決に向けて話し合う会議。 

※３「子どもの参加ガイドライン」「子どもの参加ガイドライン(市民向け)」及び「市政における子どもに対

する情報発信と子どもの参加を進めるためのガイドライン＆手引き(市職員向け)」。子どもが主体的に参加する

ための手法や事例を示した冊子。 

※４「子どもサポーター養成講座」主に子どもに関わる大人を対象とし、地域などにおいて子どもが主体的に

活動し、参加するためのノウハウ等を身に付けることを目的とした講座。 
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視点５「子どもの権利を大切にする意識の向上」 

１ 市民向け広報啓発、職員向け研修について 

 

【札幌市による評価等】 

・ 各種普及啓発については、毎年度拡充し、成果を上げているが、平成 21 年度に

実施した意識調査では、条例の認知度は高いとは言えない現状であると認識してお

り、次期の調査においては、この値が向上するように引き続き取組を充実していく。 

・ 単に条例の認知度の向上にとどまらず、子どもの権利についての市民の理解を一

層深め、条例の理念の実現に向け取り組んでいく。 

・ 教職員向けの研修については、受講対象者を拡大し普及啓発に努めているが、今

後も、教職員の理解が一層深まるよう校内研修等の充実を図っていく。また、児童

生徒への普及啓発については、子ども自身が自らの権利について理解し、互いの権

利を尊重し合えるように児童生徒向けパンフレットやＤＶＤ資料の一層の活用を

進めていく。 

 

【子どもの権利委員会における意見】 

１ 子どもの権利の広報・普及について 

・ ※1子どもの権利の日事業について、大人への広報から子どもの参加へシフトして

いるということだが、大人向けの講演会なども併せて実施するほうがよい。 

・ 子どもの権利を理解する人をさらに増やすためには、広報紙の余っているスペー

スを活用して広報するなど、無意識に目に入ってくるような取組が必要である。 

・ 地域で子どもと関わりたいが、その方法が分からないという人に対し、子どもと

の関わりに関する生涯学習センターで実施している講座や子どもサポーター養成

講座などについて情報提供することが必要である。 

・ 子どもの権利などのパンフレットは、手にとっても内容をすぐに忘れられてしま

うと考えられるので、何か印象に残るように掲載する内容などを工夫することが必

要である。 

２ 職員等に対する研修について 

・ 子どもの権利は、子ども自身及び子どもに関わる全ての人にとって非常に大切な

ものであることから、すべての教員や小学生に対して、子どもの権利に関する研修

や授業を実施するべきである。  
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【子どもの権利委員会による今後のあり方についての提言】 

・ 子どもの権利の保障のためには、大人の役割が非常に重要であるため、広報啓発

にあたっては、子どもだけではなく大人に対してもさらに充実させること。 

・ 出前授業や教職員との意見交換については、市立の学校だけではなく、道立や私

立の学校にも範囲をひろげて実施することも検討し、件数を増やすよう取り組んで

いくこと。 

・ 子どもの権利の普及啓発については、札幌市単独で実施するには限界があるので、

関連機関や地域団体と協力し、より一層広く進めていくこと。 

・ 子どもの権利の理解を進めるため、子どもの権利に関するパンフレットや講座の

内容は、印象に残るように工夫すること。 

 

※１「子どもの権利の日事業」子どもの権利条例に基づき設けた「さっぽろ子どもの権利の日」である 11 月

20 日の前後の期間を通し、子どもの権利について、市民の関心を高めるために実施しているもの。例年、子ど

もの参加型の事業や講演会の開催などを行っている。なお、11月 20 日は、国連総会において児童の権利に関す

る条約（子どもの権利条約）が採択された日である。 
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Ⅲ 審議経過 

 

日程 主な審議内容 

第１回 

平成 23 年 12 月 13 日（火） 

・委嘱状交付 

・正副委員長の互選 

・審議事項の確認、今後のスケジュールについて 

第２回 

平成 24 年２月 15 日（水） 

・諮問 

・子どもの権利に関する施策の検証について 

第３回 

平成 24 年５月 22 日（火） 

・札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利

条例に基づく平成 23 年度取組状況の報告 

・平成 23 年度子どもの権利救済機関運営状況の報告

・子どもの権利に関する施策の検証 

第４回 

平成 24 年８月２日（木） 

・子どもの権利に関する施策の検証 

第５回 

平成 24 年 10 月 15 日（月） 

・子どもの権利に関する施策の検証 

・子どもの権利に関する推進計画 平成 23 年度実施

状況の報告 

第６回 

平成 24 年 12 月 10 日（月） 

・子どもの権利に関する施策の検証 

第７回 

平成 25 年３月５日（火） 

・子どもの権利に関する施策の検証 

第８回 

平成 25 年５月 20 日（火） 

・札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利

条例に基づく平成 24 年度取組状況の報告 

・平成 24 年度子どもの権利救済機関運営状況の報告

・子どもの権利に関する施策の検証 

第９回 

平成 25 年９月 12 日（木） 

・子どもの権利に関する施策の検証 

第 10 回 

平成 25 年 10 月 29 日（火） 
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Ⅳ 子どもの権利に関する施策の検証に係る資料 
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Ⅴ 札幌市子どもの権利委員会 第２期委員名簿 

 

氏名 職業等 

千葉
ち ば

 卓
たかし

 （委員長） 北海学園大学教授 

大江
お お え

 則夫
の り お

（副委員長） 札幌市小学校長会 会長 

猪股
いのまた

 徹
とおる

 札幌市中学校長会 事務局次長 

大川
おおかわ

 哲也
て つ や

 札幌弁護士会子どもの権利委員会委員長 

梶井
か じ い

 祥子
しょうこ

 札幌大谷大学教授 

河原
かわはら

 光子
み つ こ

 公募委員 

清水
し み ず

 一
かず

江
え

 札幌市ＰＴＡ協議会 副会長 

髙
たか

橋
はし

 未
み

紅
く

 公募委員 

津田
つ だ

 優
ゆ

紀子
き こ

 公募委員 

野村
の む ら

 秀
ひで

雄
お

 札幌市厚別区もみじ台地区民生委員児童委員協議会会長 

秦
はた

  直樹
な お き

 札幌児童養護施設協議会会長 

春名
は る な

 恭
きょう

太朗
た ろ う

 公募委員 

水谷
みずたに

 千佳
ち か

 公募委員 

森田
も り た

 久
ひさ

芳
よし

 公募委員 

（敬称略、正副委員長を除き五十音順） 
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平成２４年（２０１２年）２月１５日   

 

 

札幌市子どもの権利委員会 

委員長 様 

 

札幌市長 上 田  文 雄   

 

 

札幌市における「子どもを受け止め育む環境づくり」について（諮問） 

 

 札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利条例第４７条第２項の規定に基

づき、下記について諮問いたします。 

 

記 

 

１ 諮問事項 

札幌市における「子どもを受け止め育む環境づくり」について 

 

２ 諮問理由 

近年の少子高齢化や情報化、経済のグローバル化の進展といった社会環境の急激

な変化は、市民の価値観の多様化を進める一方で、人間関係や地域住民のつながり

の希薄化を進め、以前と比べて、家庭や地域の教育力が低下するなど、子どもたち

の成長・発達に大きな影響を与えています。 

このような中、依然としていじめや不登校、児童虐待など、深刻な状況におかれ

た子どもが少なくない状況にあり、子どもが自分らしく豊かに成長・発達していく

ためには、家庭・学校・地域など子どもが関わるあらゆる場所において、子どもが

安心して意見を言えたり、多くの体験活動を通して、人間関係をつくりあえる環境

を整える必要があります。 

このことから、これまでの施策の進捗状況を検証しながら、札幌市における子ど

もを受け止め育む環境づくりの進め方について御審議いただきたく、標記について

お諮りするものです。 
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札幌市子どもの権利委員会 

子どもを受け止め育む環境づくり 答申書 

 

（事務局） 

札幌市子ども未来局子ども育成部子どもの権利推進課 

住所：札幌市中央区南１条東１丁目大通バスセンタービル１号館３階 

電話：011-211-2942 ＦＡＸ：011-211-2943 

Ｅメール：kodomo.kenri@city.sapporo.jp 

ホームページ:http://www.city.sapporo.jp/kodomo/kenri 

 

 

 

 

 

 


